
三条市立大学学生規程 

 

第１章 総則 

（趣旨及び学生の責務） 

第１条 この規程は、三条市立大学学則（以

下「学則」という。）の施行に関し、学生が

遵守すべき事項について定める。 

２ 学生は、この規程その他本学及び公立大

学法人三条市立大学（以下「法人」という。）

の規則等を遵守することとする。 

 

第２章 保証人及び誓約書兼同意書並びに学

生記録票 

（保証人及び誓約書） 

第２条 入学の許可を受けようとする者は、

保証人１人を定め、本人及び保証人連署の

誓約書兼同意書（様式第１号）を学長に提

出しなければならない。 

２ 前項の保証人は、父母又はこれに準ずる

者とし、保証する学生の身上、在学中の行

為及び授業料その他学生が納入すべき費用

について、その学生と連帯して責任を負う。 

３ 保証人は、学生の連帯保証人として、別

表第１で定める金額を極度額として、連帯

して保証するものとする。 

（学生記録票） 

第３条 学生は、必要事項を記入した学生記

録票（様式第２号）を、入学後速やかに学長

に提出しなければならない。 

２ 学生は、学生記録票の記載内容に変更を

生じたときは、学生記録票変更届（様式第

３号）により速やかに学務課に届け出なけ

ればならない。 

 

第３章 学生証  

（学生証） 

第４条 学生は、入学の際、学生証（様式第４

号）の交付を受けなければならない。 

２ 学生は、本学構内において、常に学生証

を携帯するとともに、本学の教職員から学

生証の提示を求められたときは、これを示

さなければならない。 

３ 学生は、学生証を紛失又は汚損し、又は

その有効期限を延長する必要が生じたとき

は、学生証再交付願（様式第５号）を学務課

に提出し、再交付を受けなければならない。

この場合において、学生は、再発行された

学生証を受領する際に、本人であることを

確認できる書面を提示し、学生証の再交付

にかかる費用を負担する。 

４ 学生は、学生証は他人に貸与し、又は譲

渡してはならない。 

５ 学生は、本学の学生でなくなったときは、

直ちに学生証を返還しなければならない。 

 

第４章 証明書等 

 （証明書等） 

第５条 学生は、別表第２の左欄に掲げる証

明書等の交付を受けようとするときは、証

明書等の区分に応じ、同表の右欄に定める

交付願を学長に提出しなければならない。 

 

第５章 休学等 

（休学等の手続） 

第６条 学則第 32 条から第 36 条までに規定

する休学、復学、転学、留学又は退学（以下

「休学等」という。）をしようとする学生は、

様式第８号から様式第 11 号までのそれぞ

れの様式により、本人及び保証人と連署の

上、学務課に提出し学長の許可を受けなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する休学、退学又は復学の事

由が疾病による場合は、医師の診断書を添

付しなければならない。 

 

第６章 健康診断 

（健康診断） 

第７条 学生は、本学が毎年行う健康診断を

受けなければならない。 

２ 学生は、前項の健康診断の結果に基づき、

本学が行う保健衛生上の指導に従わなけれ

ばならない。 

 

第７章 学生団体 

（団体の設立） 



第８条 学生が団体を設立しようとするとき

は、その責任者は学生団体設立願（様式第

12 号）を学長に提出し、その許可を受けな

ければならない。 

２ 前項の団体の設立に当たっては、当該団

体の管理責任を有する顧問を本学の専任教

員から、定めなければならない。 

 （規約等の変更） 

第９条 前条第１項の許可を受けて設立され

た団体（以下「団体」という。）は、学生団

体設立願に記載した事項又は規約を変更し

ようとするときは、学生団体変更届（様式

第 13 号）を学長に提出しなければならない。 

 （活動等の報告） 

第 10 条 団体は、毎年３月末日までに学生団

体活動報告書（様式第 14号）を学長に提出

しなければならない。 

（団体の継続） 

第 11 条 団体が、その継続を希望する場合は、

毎年４月末日までに学生団体継続願（様式

第 15 号）を学長に提出しなければならない。 

２ 前項に掲げた学生団体継続願の提出がな

い場合は、解散したものとみなす。 

（団体の活動停止及び解散） 

第 12 条 解散した団体は、学生団体解散届

（様式第 16 号）を学長に提出しなければな

らない。 

２ 学長は、団体が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該団体の活動の停止又は   

解散を命ずることができる。 

(1) 学則又は諸規則等に違反したとき。 

(2) 団体活動中の事故により本学、法人又

は第三者に多大の損害を及ぼしたとき。 

(3) 団体構成員が不祥事に関係し、それが

団体活動に密接な関連があったとき。 

(4) 団体の活動が長期にわたって行われ

なかったとき。 

 （講師又は指導員等の招聘） 

第 13 条 団体が、学外から講師又は指導員等

を招聘するときは、外部講師・指導員等招

聘届（様式第 17 号）を顧問の同意を得て７

日前までに学長に届け出るものとする。 

（団体の学外活動及び合宿等） 

第 14 条 団体が学外において、集会、文化芸

術活動又は体育活動等を行う場合は、その

期日の７日前までに学生団体学外活動届

（様式第 18 号）に参加者名簿を添えて学長

に届け出るものとする。 

２ 団体又はその構成員が合宿等を行う場合

は、その期日の７日前までに学生団体学外

活動届に参加者名簿及び日程計画表を添え

て、学長に提出するものとする。 

（学外団体への加入） 

第 15 条 団体が、本学外に活動の本拠を置く

団体（以下「学外団体」という。）に加入し、

又は学外団体の行事に参加若しくは学外団

体と行事を共催しようとするときは、あら

かじめ、学外団体加入願（様式第 19号）に

当該学外団体の規約を添えて学務課に提出

し、学長の許可を受けなければならない。 

２ 学外団体から脱退した団体は、学外団体

脱退届（様式第 20号）を学長に提出しなけ

ればならない。 

（課外活動室の使用） 

第 16 条 課外活動室は、団体の課外活動を目

的として使用することができる。 

２ 課外活動室を使用する団体は、課外活動

室を他の団体その他の第三者に転貸しては

ならない。 

（その他） 

第 17 条 この規程に定めるもののほか、団体

の活動等について必要な事項は、別に定め

る。 

 

第８章 掲示物等 

（掲示物等） 

第 18 条 学生又は団体が学内において文書、

ポスター、看板等（以下「掲示物」という。）

を掲示しようとするときは、あらかじめ学

内掲示願（様式第 21号）を当該掲示物を添

えて学務課へ提出し、施設管理責任者の許

可を得なければならない。なお、掲示は所

定の場所に限り行うことができる。 

２ 前項の掲示のうち、次の各号のいずれか

に該当するものは、これを認めない。 



(1) 特定の個人又は団体等を誹謗又は中

傷する活動を行うとき。 

(2) 特定の政党を支持し、又はこれに反対

するための政治活動を行うとき。 

(3) 特定の宗教に係る活動を行うとき。 

(4) 品位を欠く等、施設管理責任者が不適

当であると認めるとき。 

３ 掲示物には、責任者の所属、学年、氏名及

び掲示日を明記しなければならない。 

４ 掲示物の大きさはＡ０判以内とし、掲示

の期間は掲示日から原則 10 日以内とする。 

５ 掲示の期間を経過した掲示物は、当該掲

示物等の責任者が速やかに撤去しなければ

ならない。 

６ 施設管理責任者は、前各項に違反した掲

示物を発見したときは、これを撤去するこ

とができる。 

（印刷物等の配布） 

第 19 条 学生又は団体が学内において印刷

物、文書、新聞、雑誌等（以下「印刷物等」

という。）を配布しようとするときは、あら

かじめ印刷物等配布願（様式第 22号）に当

該印刷物１部を添えて学務課に提出し、施

設管理責任者の許可を受けなければならな

い。 

２ 前項の許可に当たっては、前条第２項の

規定を準用する。 

３ 施設管理責任者は、前各項に違反した印

刷物等の配布を発見したときは、配布の中

止及び回収を命ずることができる。 

 

第９章 施設及び設備の使用 

（施設等の使用） 

第 20 条 学生又は団体が本学の施設、設備及

び備品等（以下「施設等」という。）を授業

以外の目的で使用しようとするときは、そ

の３日前までに、三条市立大学施設管理規

則において規定する学内使用許可申請書を

学務課に提出し、施設管理責任者の許可を

受けなければならない。 

（使用許可の取消し等） 

第 21 条 施設管理責任者は、施設等の使用が

次の各号のいずれかに該当するときは、前

条の規定に基づいて行った許可を取り消し、

又は施設等の使用の中止を命ずることがで

きる。 

(1) 本学の教育研究又は学内行事に支障

があるとき。 

(2) 特定の個人又は団体等を誹謗又は中

傷する活動を行うとき。 

(3) 特定の政党を支持し、又はこれに反対

するための政治活動を行うとき。 

(4) 特定の宗教に係る活動を行うとき。 

(5) 施設を破損又は汚損するおそれがあ

るとき。 

(6) その他管理上支障があると施設管理

責任者が認めるとき。 

（き損及び滅失） 

第 22 条 学生又は団体は、施設等をき損し、

又は滅失したときは、直ちにその旨を施設

管理責任者に届け出なければならない。 

２ 施設管理責任者は、施設等のき損又は滅

失が学生又は団体の故意又は重大な過失に

よるものであるときは、当該学生又は団体

に対し原状回復を命じ、又は損害額に相当

する額を負担させることができる。 

 

第 10 章 自動車等通学 

（自動車等通学） 

第 23 条 学生は、自動車等による通学をしよ

うとするときは、自動車等通学許可願（様

式第 23号）を学務課に提出し、施設管理責

任者の許可を得なければならない。 

２ 施設管理責任者は、前項の許可を行うに

当たって、当該自動車等及び当該学生に係

る損害賠償責任保険の内容が十分であるこ

とを確認しなければならない。 

３ 許可を受けて自動車により通学する学生

は、施設管理責任者が学内に指定する場所

に駐車（駐輪）しなければならない。 

４ 前項の駐車（駐輪）をする場合は、施設管

理責任者が交付した駐車許可証を自動四輪

車にあっては、車両前面運転席側の外部か

ら確認できるところに掲示し、自動二輪車

にあっては確認しやすいところに貼付する

ものとする。 



（自動車等通学許可の取消等） 

第 24 条 施設管理責任者は、提出された自動

車等通学許可願に虚偽の記載があったとき

又は自動車等の使用が次の各号のいずれか

に該当するときは、警告処置をとり、前条

第１項の規定に基づいて行った許可を取り

消し、又は学生に対し自動車等の撤去を命

じることができる。 

(1) 指定の駐車（駐輪）場に許可証のない自

動車等が駐車（駐輪）されているとき。 

(2) 指定の駐車（駐輪）場に許可期間を経過

した自動車等が駐車（駐輪）されていると

き。 

(3) 指定の駐車（駐輪）場以外の場所に学生

が通学に用いる自動車等が駐車（駐輪）さ

れているとき。 

(4) 本学の教職員、他の学生、来訪者等に対

し迷惑となる行為があったとき。 

 

第 11 章 その他 

 （報告の義務） 

第 25 条 学生又は保証人は、学生が交通事故

その他の事故又は犯罪事件等の当事者とな

ったときは、これを本学に報告しなければ

ならない。 

（承認又は許可の取り消し） 

第 26 条 この規程の定めるところにより承

認又は許可を受けたものが、当該承認又は

許可に係る事項に違反したときは、当該承

認又は許可を取り消すことがある。 

（雑則） 

第 27 条 この規程に定めるもののほか、必要

な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第２条関係） 

区分 極度額 

学部生 2,500,000円 

 

別表第２（第５条関係） 

証明書等の種類 申請書の種類 

学生旅客運賃割引

証 

学生旅客運賃割引証

交付願（様式第６号） 

在学証明書 

各種証明書交付願

（様式第７号） 

成績証明書 

卒業見込証明書 

卒業証明書 

単位修得証明書 

在籍期間証明書 

健康診断証明書 

その他学業成績状

況に関する証明書 

 

（以下、各種様式については省略） 

 

 



 


